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個人事業当時を含めた退職給与

Q:当社は、10年前に個人事業を引き継

いで設立された震法人です。この度、個人事業

当時から引き続き在職する使用人が退職する

ことになり、個人時代の功績も加味して退職

金を支給したいと考えています。

この場合、その支給額は全額法人の損金と

なりますか。

A.:退職金の全額を損金の額に算入できま

す 0

【解説】

個人事業を引き継いで設立された法人が、

個人事業当時から引き続き在職する使用人に

退職給与を支給した場合には、個人事業主負

担分と法人負担分とを区分し、法人負担分を

その退職した事業年度の損金の額に算入する

のが原則です。

しかし、その退職が法人設立後相当期間を

経過している時には、その支給した退職給与

の全額を損金の額に算入して差し支えないこ

ととされています。

この場合の「相当期間経過後」とは、一般

的には所得税の減額更正ができる期間との関

連で5年程度と考えられています。

なお、個人事業主にあっては、法人が支給

した退職給与のうち、個人事業主が負担すべ

きものとして法人の損金の額に算入されなか

った部分の金額がある場合には、その金額に

ついてはその使用人が退職した日の翌日から

2カ月以内に所得税の更正の請求を行い、そ

の事業を廃止した日の属する年分又はその前

年分の所得税の減額を求めることができます。


